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はじめに 

今回は国税庁が毎年 9 月に公表している民間給与の統計調査を紹介します。当該調査は民間の給与の実態を明らか

にし、併せて、租税収入の見積り、租税負担の検討及び税務行政運営等の基本資料とすることを目的としています。 

 

１．1 年を通じて勤務した給与所得者に関する主なデータ 

以下の表は 1 年を通じて勤務した給与所得者に関する主な給与データを表します。給与所得者は約 5,000 万人を

推移しており、給与総額は 220 兆円を超えます。また、納税者は全体の約 85%で、納税額は 10 兆円前後を推移して

おります。1人当たり平均給与は男性と女性で大きな差があり、正規と非正規でも大きな格差があります。 

【1 年を通じて勤務した給与所得者に関する主なデータ】 
項目 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年分 

1.給与所得者数  万人 4,794 4,869 4,945 5,026 5,255 

男性 万人 2,831 2,862 2,936 2,946 3,032 

女性 万人 1,963 2,007 2,009 2,081 2,223 

正規 万人 3,142 3,182 3,288 3,322 3,486 

非正規 万人 1,123 1,155 1,134 1,167 1,215 

2.給与総額  億円 201 兆 5,347 205 兆 2,992 213 兆 7,167 221 兆 5,281 229 兆 3,259 

正規 億円 152 兆 3,442 154 兆 9,335 162 兆 3,351 167 兆 2,450 175 兆 5,034 

非正規 億円 19 兆 1,462 19 兆 8,723 19 兆 8,480 20 兆 8,888 21 兆 2,095 

 内納税者  億円 187 兆 9,094 191 兆 2,450 199 兆 3,510 206 兆 8,614 213 兆 6,680 

3.1 人当たり平均給与  万円 420 422 432 441 436 

男性 万円 521 521 532 545 540 

女性 万円 276 280 287 293 296 

正規 万円 485 487 494 504 503 

非正規 万円 171 172 175 179 175 

 給与手当  万円 356 357 364 371 366 

正規 万円 394 396 400 407 408 

非正規 万円 163 164 167 170 166 

 賞与手当  万円 65 65 68 70 70 

正規 万円 91 91 94 97 97 

非正規 万円 8 8 8 9 8 

4.納税者  万人 4,051 4,112 4,198 4,278 4,460 

5.納税者割合（4÷1）  ％ 84.5 84.5 84.9 85.1 84.9 

6.税額  億円 8 兆 8407 9 兆 418 9 兆 7,384 10 兆 5,558 10 兆 7,737 

7.税額割合（6÷2）  ％ 4.39 4.40 4.56 4.76 4.70 

 内納税者  ％ 4.70 4.73 4.89 5.10 5.04 

（出典：国税庁 HP）   

 ２．業種別の平均給与 
  以下の表は業種別の平均給与を表しております。上位 3業種は毎年同じ業種が占めており、電気・ガス・ 
熱供給・水道業の令和元年における平均給与は 800 万円を超えます。 

【業種別の平均給与】                                (単位：千円) 
 平成 27 年分 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

業種 

区分 

平均 

給与 

業種 

区分 

平均 

給与 

業種 

区分 

平均 

給与 

業種 

区分 

平均 

給与 

業種 

区分 

平均 

給与 

１ 電気・ガス・熱供給・ 電気・ガス・熱供給・ 電気・ガス・熱供給・ 電気・ガス・熱供給・ 電気・ガス・熱供給・ 

水道業 7,154 水道業 7,694 水道業 7,468 水道業 7,590 水道業 8,242 

２ 金融業、保険業 金融業、保険業 金融業、保険業 金融業、保険業 金融業、保険業 

 6,392  6,259  6,147  6,313  6,270 

３ 情報通信業 情報通信業 情報通信業 情報通信業 情報通信業 

 5,751  5,748  5,986  6,224  5,985 

４ 学術研究、専門・技術サ

ービス業、教育、 

学術研究、専門・技術

サービス業、教育、 

学術研究、専門・技術サ

ービス業、教育、 

製造業 学術研究、専門・技術サ

ービス業、教育、 

学習支援業 5,008 学習支援業 5,027 学習支援業 5,101  5,195 学習支援業 5,175 

５ 製造業 製造業 製造業 建設業 製造業 

 4,897  4,928  5,074  5,015  5,130 

（出典：国税庁 HP）   

おわりに 

  令和 2 年度は新型コロナの影響で当該データが悪化することが予想されますので、来年の 9月の公表データを

注視したいと思います。                               （担当：高瀬） 
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